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鑓人{守番されている既存の番号制度について

(税務に利用する視点からの整理)

住民票コード 基礎年金番号

根拠規定 嶋住民基本台鰻法 -欝築年金法語行規期{改定後:闇民年金法]浅 

付番機関 • r言区町村〔蔀遊詩集又 iま全富センターにおいても管理) -社会保険i〒[改正後:厚生労{動大臣】注

{守番対象者 -居住者{東京都国立車、語島県矢祭町は不要参加) -公的年金加入者等(外悶人も含む)

目的 鋼生畏基本台帳事務の簡素化"効率化(転入刷版出事務

等)

幽閣の行政機関帯への情報提供(法律又は条例上明確

に規定された事務に利用を限定〉

網住畏 iこ対する様々なサ…ピス提{共〈条舗による帯震7村
独自の科用等〉

-公的年金の制度運営の一躍の溜正化

未加入障題への対Jt

静給鵠整の連互生

行設サービスの i有上{年金相談“年金裁定)

覇者性

の観点

-殺が盟で唯一、すべての住民に対し 1対 1の付識が兜

了している。

-年金制度来加入者が付番されていない。

欝 可視性
意

の観点
点

-本人に番号が通知されているが、住基カードょには明

記されていない。

"イ金基法でiま、民間事業者〈給与の支払者や金融機鵠

警察)が、住民票コードの告知を求めることが一切禁止さ

れている。

-年金事犠警察に番号が記載されている。

-現状記おいては、民需事業者が、基礎年金番号の告

知を求めることは、法令上規制されていなし、。

【改正後:年食事業者を除き、基礎年金接待の告知を
求めることが法律上禁止される。】注

(注) r改正後Jlet、社会環険庁改革関連法(平成 19年6月30日成立)Iこよる改正後のものであり、平成 22年 1月1日から

麗行の予定。 
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ただし、資料情
報制度の拡充
にも限界あり。

把握可能な所得の範囲

• 名寄せの効率性と正確性が増し、
より多くの調書を基に、申告書を審
査することが可能に。

• 税務調査の対象者を的確に選定。

• 納税者への牽制効果も。

番号制度の導入により、所得把握
の精度が向上

現行の資料情報
（全５３種）

・公的年金等の源泉徴収票
・給与所得の源泉徴収票
・投資信託の収益分配支払調書

等、年間約１億４千万枚

資料情報制度の拡充により、

所得把握のための資料が

充実。

所得把握の確実化

資料情報の範囲の見直しの必要性資料情報の範囲の見直しの必要性

所得把握
の精度

○ 「番号制度」の導入により、税務当局に提出される資料情報について、名寄せの効率性、正確性が高ま
り、所得把握の精度が向上。

○ これと併せて資料情報の範囲を見直すことにより、一層確実な所得把握が可能となる。
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